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要旨
　パリ協定において、各国は2030年までのCO₂排出量抑制の目標値を設定した。その目標値達成のため、様々な環境政策が実施されている。その中で我々が注目したのはエコカー政策である。日本でも減税政策などを通じてエコカーの普及を促進している。エコカーは使用するガソリンが少ない、あるいは使用しないような自動車であり、そういった自動車が普及することはひいてはガソリン需要が減少することにつながる。現在のところガソリンには揮発油税がかけられており、現在安定的なこの税収は将来的に不安定なものになることが予想できる。問題意識としては、将来的なガソリン税の最適水準はどの程度のものになりうるか、というものである。本研究では、エコカーの普及とガソリン需要量の変化に焦点を当てた。結論として、1970年代から1990年代のガソリン需給構造と1974年から2016年までのガソリン需給構造に大きな変動はないことが導出できた。これはエコカーの普及が未だ15％未満であることによるものと考えられる。


Summary
	In the Paris agreement, each countries has set targets for reduction of CO₂ emissions by 2030. Various environmental policies are being implemented to achieve the target value. Among them, we focused on eco car policies. Japan also promoted the spread of eco cars through tax reduction policies. Eco cars are vehicles that does not use gas. Thus, the spread of such cars leads to a decrease in gasoline demand. As of now, the government lay a tax on gasoline. The government think that this tax revenue is stable. However, it will be unstable in the future from above reasons. How is the optimal level of gasoline tax in the future? In this research, we focused on the spread of eco cars and the change in gasoline demand. In conclusion, we can derive that there is no major change in the gasoline supply-demand structure from the 1970s to the 1990s and the gasoline supply-demand structure from 1974 to 2016. This is probably due to the fact that the spread of eco cars is still less than 15%.










はじめに
　2015年12月、国連気候変動枠組み条約第21回締約国会議において、2020年以降の地球温暖化対策の新枠組みである「パリ協定」が採択された。協定では、産業革命以前からの気温の上昇を2度未満に抑えることが目標として掲げられている。気温の上昇を抑えるため、各国は地球温暖化ガスであるCO₂排出量の削減を試みている。以下は世界全体の国別CO₂排出量と日本の部門別CO₂排出量である。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出典：全国地球温暖化防止活動推進センターHP
　日本のCO₂排出量全体の17%を占める運輸部門からのCO₂排出量では、自動車からのものが大部分を占めており、CO₂排出量削減という目標を達成するうえでは、政府はこの自動車から排出されるCO₂の削減に向けて取り組みを進めている。特に最近はエコカーやEVの登場によって、自動車部門におけるCO₂排出量の大幅な削減に期待が寄せられており、政府もエコカー減税やグリーン化特例といった制度を整えることでエコカーの普及を目指している。この取り組みは世界共通であり、例えばイギリスやフランスは2040年までに国内でのガソリン車とディーゼル車の販売を全面的に禁止し、EVへの完全移行を目指す政策をとっている。
　ここで問題となってくるのがガソリン需要の問題である。エコカーやEVをはじめとする低燃費車が広く普及することは、すなわちその燃料であるところのガソリンの需要が低下すると予測できる。現在我が国はガソリンに対して揮発油税を課しており、安定的な税源となっている。しかしガソリン需要が低下すると予想される将来においては、揮発油税による税収は大幅に減少すると考えられるだろう。
そこで本稿では、ガソリンの需給構造と価格弾力性がそれぞれ変化しているか否かについて統計データを用いて実証的に分析し、その変化の度合いとエコカーの市場拡大の関係について考察を行う。一般的なエコカーの定義とは、次世代自動車振興センターウェブサイトにおける次世代自動車の定義を参照できるそこでは、ハイブリッド自動車、電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車、クリーンディーゼル自動車等を次世代自動車と定めている。[footnoteRef:1]本研究においてはその中でも特に普及率の高い、ハイブリット自動車と電気自動車、そしてプラグインハイブリッド自動車の３種類に焦点を当てたい。 [1:  一般社団法人　次世代自動車振興センター
http://www.cev-pc.or.jp/kiso/s.html#355
] 

本研究の意義とは、エコカー市場の拡大がガソリン需要に及ぼす影響を定量的に把握することで、ガソリンの価格上昇によるCO₂ガス排出抑制効果や、将来的なガソリン税の最適水準を実証的に求めることができる点にある。従来までの研究では、自動車の外部費用を用いたガソリン税の最適水準や、エコカー市場拡大による温室効果ガス抑制効果について統計データを用いて分析がそれぞれ独立して行われていた。本稿は両分野における研究結果を再検証・統合して分析を試みる点に独自性を求めることができる。なお、今回のレポートにおいては時間的な制約から、ガソリンの需給構造に軸足を置き、エコカー自体の平均燃費や平均走行距離などについては後期レポートにおいて十全な考察を行いたい。

最後に、本稿の構成を述べる。
第1章では、ガソリンを巡る国際情勢と環境問題、ならびに各国のエコカー施策について概観する。第2章においてはそうした現状を踏まえ、ガソリン価格やその弾力性が変化すると考える理由や、変化に伴うメリット、デメリットの整理を行う。そしてそうしたガソリン価格を巡る動きが、税体系にどのような影響を及ぼすと考えられるのかという点について、制度的な枠組みから論じる。第3章においては実際にデータを用いて分析を行い、結果の解釈を行う。











第1章 石油を巡る国際情勢と環境問題
1.1国際石油市場の動向
石油は最大のエネルギー供給源として、人間社会に不可欠の資源であり、特に運輸部門での重要性は明らかである。従って、それを安定的かつ合理的な価格で利用することは市民生活や経済活動にとって重要な課題である。また、国際関係面から見ると、石油はマクロ経済へ大きな影響を与える一方、世界のパワーバランスを左右することもある。具体例としては太平洋戦争開戦のきっかけとなった米国による石油輸出の禁止や、中東戦争下での物価上昇といったことが挙げられる。
では、そうした原油、ガソリンは現在国際情勢の中でどのような状況下にあるのだろうか。IEA（国際エネルギー機関）の機関誌によれば、figure4は1976年以降の石油生産状況を示している。OPECが段階的に生産量を伸ばし、2016年の石油生産量は約1億7500万トン以上である。非OPEC諸国も生産量を伸ばしており、OECD諸国では3.7％増、非OECD諸国では1.2％程度増加している。
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Figure 1
現状において世界全体での需要量が増加している石油市場であるが、今後はどのような推移をたどると予測できるだろうか。IEAによると、需要面では、世界経済は着実に拡大しており、中国、インドなどの途上国を中心に石油需要は堅調に増大する一方、日本、EUなどの先進国の石油需要は横ばいから減少傾向となるだろうと述べられている。[footnoteRef:2] [2:  IEA(2016) World Energy Outlook.] 


　1.2 日本国内エネルギー需給構成・推移
　日本は世界中のエネルギー消費・輸入大国であり、石油消費と輸入は世界3位を占めている。一方、エネルギー供給の大宗は石油であり、2015年度のシャアは：石油45％、石炭25％、天然ガス22％、水力3.5%、新エネ4.2%、原子力0.4%等。また、エネルギー自給率は先進国最低の6％である。石油供給のほぼ全ては輸入に依存し、石油輸入における高い中東依存度は特徴である。
　近年のエネルギー市場に目を向けると、2017 年度は経済が回復傾向にあるものの、一次エネルギー供給は 4 年連続で減少した。その中、再生可能エネルギーの拡大、原子力再稼働によって、グリーンエネルギーへのシフトが続く。国内のエネルギー販売に関しては、2017 年度は電力・ガスが 2 年連続で増加となる一方、石油需要は 5 年連続で減少となる[footnoteRef:3]。 [3:  IEEJ(2017)『2017年内外エネルギー情勢の展望』。] 

ここまでの議論の中では、マクロな視点で石油需要の傾向を俯瞰した。Figure4で示されたのは1973年度〜2013年度の石油製品別需要の推移である。中では、ガソリンは石油製品の一つであり、主に運輸部門における自動車の燃料に活用されている。燃料油の中ガソリンが占める割合は1973年の11.6%から2013年の28.6%に増加した。
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Figure 4

1.3国際的な環境問題への取組
パリ協定における各国の削減目標は、まず日本では、2030年度の温室効果ガスの排出を2013年度の水準から26%削減することとなっている。一方、EUは2030年に1990年と比べ40％を減少し、中国は2030年にCO2排出量の対GDP比を2005年と比べ60％~65％を削減するという目標を掲げている。
そこで、地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進するために、「地球温暖化対策計画」
の閣議が決定された。中では、次世代自動車の普及と燃費改善という自動車単体対策と環状道路等のネットワークの強化、渋滞のピンポイント対策などの交通流対策を組み合わせる対策が行われている。
燃費を重視した次世代自動車としてはエコカーがその代名詞である。エコカーは有害な温室効果ガスの排出量が少ないことが特徴である。最近ではHV（ハイブリッドカー）、PHV（プラグインハイブリッドカー）、EV（電気自動車）、FCV（燃料電池車）が市場へ進出されている。以下の図は富士経済が発表した世界のHV、PHVとEVの市場推移状況である。[footnoteRef:4]図より、現在のエコカー市場の主流は電気とガソリンで走るハイブリッド自動車である一方、より環境負担の低いPHVやEVの市場進出も進んでいる。2030年頃には、3車種の市場規模は拮抗すると見通した。 [4:  スマートジャパン『HVが主流のエコカー市場、EV・PHVがシェアを追い抜くのはいつか』(2017-6-27参照)。http://www.itmedia.co.jp/smartjapan/articles/1706/27/news021.html] 
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Figure 5
日本の「次世代自動車戦略2010」によると、次世代自動車の普及加増のため、政府が目指すべき車種別の普及目標を設定した。具体的に、自動車全体の販売台数は2020年の乗用車の新車販売台数に占める割合は最大で50％、中では、ハイブリッド自動車が最大で30％を占め、電気自動車は最大で20％を占める目標を立てた[footnoteRef:5]。この目標を実現するためには、政府主導のエネルギー効率化の動きを作り出すことが必要だろう。 [5:  経済産業省製造産業局自動車課(2013)『次世代自動車普及に向けた国の取組について』(2017-8-4参照)。http://www.cev-pc.or.jp/event/pdf_tokyo/tokyo01.pdf] 

では、世界主要国のエコカー政策はどのようになっているのであろう。米国では、連邦政府は次世代自動車に対する税額控除を行い、州政府においては、例えばカリファルニア州は最大で2500ドルの補助金を給付している[footnoteRef:6]。そのほかにも多数の州が独自の支援策を実施している。ドイツ、フランス、イギリスもEV、PHVに対する導入補助を行っている。特に、イギリスやフランスにおいては2040年までにガソリン車の販売を段階的に禁止する政策をとっている。[footnoteRef:7]日本では、エコカー購入の場合、購入時の自動車重量税と自動車取得税に対して、免除、減税が行われており、環境性能の良い車に買い替える時、補助金が給付される。経済産業省は「次世代自動車普及に向けた国の取組について」というレポートのなかで、次世代自動車を2020年までに新車販売の50％に占めるという目標を達成するため、購入費用の支援、技術開発の支援、そして国際標準化の推進に力を入れると述べている[footnoteRef:8]。 [6:  環境省(2010)『主要国のエコカー戦略』(2017-8-3参照)
http://www.env.go.jp/earth/ondanka/mlt_roadmap/comm/com02-02/mat05.pdf]  [7:  『日本経済新聞』2017年7月28日朝刊「ガソリン需要鈍化懸念、原油相場上昇の重荷」]  [8:  経済産業省製造産業局自動車課(2013)『次世代自動車普及に向けた国の取組について』(2017-8-3参照)http://www.cev-pc.or.jp/event/pdf_tokyo/tokyo01.pdf] 

　エコカーのほかにも、自動車単体の燃費効率向上に資した政策として、トップランナー燃費規制制度が挙げられる。しかしながら本研究の眼目である、エコカーと最適なガソリン税水準の関係性を巡る調査においては、単体のエコカーの燃費向上というよりはむしろ、普及率に焦点を当てるべきと考える。よって本研究で焦点を当てる政策としては、消費者の消費行動に大きく影響するエコカー減税政策と取り上げる。












第２章問題意識
2.1ガソリン価格変化の影響
CO₂排出量を抑制する手段として、エコカー認定制度のほかに、ガソリン価格の上昇による運転インセンティブの低下という手段がある。具体的な手段としては、ガソリン税率を上昇させ、ガソリン価格を引き上げることによって、自動車を運転する動機を減らし、CO₂排出量を抑制するというものである。
それらの政策手段のほかにも、現行で実施されている政策として、国土交通省のITC対策や経済産業省のトップランナー制度、省エネ法などが挙げられる。その中でも上記の二つの政策に絞ったのは、エコカー認定制度とガソリン税制は政策対象として、国民全体の消費活動に比較的大きく影響すると考えられるからである。
以下では、ガソリン価格に影響を及ぼす要因を考察し、ガソリンの価格が変化することによる社会への影響について整理する。
　原油価格の変動は国の経済事情に大きく影響することは自明であり、1973年、1978年のオイルショックや中東諸国における戦争、および経済危機などの状況下においては原油価格のみならず、あらゆる産業に影響をもたらす。その中でもガソリン価格の上昇は、消費者セクターおよび産業セクターが自動車運転を控える要因になりうる。金本(2006)では地球温暖化という外部不経済はもとより、大気汚染の外部不経済、混雑費用や、さらには交通事故などの外部不経済が指摘されており、そこで生じている社会的費用分を課税によって引き上げる必要があると考えられている[footnoteRef:9]。二村(1999)においても、CO₂排出量を抑制するために炭素税、つまり税金による価格の上乗せ施策の導入について考察を行っている[footnoteRef:10]。 [9:  金本良嗣ほか(2006)『政策評価ミクロモデル』東洋経済新報社。]  [10:  二村真理子(1999)「地球温暖化問題と自動車交通ー税制のグリーン化と二酸化炭素排出削減ー」日本交通学会1999年研究年報。] 

　そうした、CO₂排出量抑制施策としての課税は、どの程度の水準が望ましいかという問いに対して川瀬(2008)では、先述の金本(2006)の外部費用を援用し、最適なガソリン税率水準について研究を行っており、最適税率は現行のそれよりも高い水準になることが明らかにされている[footnoteRef:11]。 [11:  川瀬晃弘(2008)『最適課税論からみたガソリン税率：日米英比較』東洋大学。] 

　しかしながら、柳澤(2007)においては、ガソリンの価格弾力性を推計し、固定価格弾性値は短期0.08、長期0.21と計算し、可変価格弾性値は短期で0.06、長期で0.14と算定している。これらの数値はいずれも非弾力的であると判断できる程度に小さいために、エネルギー価格の上昇による自動車利用控えによるCO₂排出量抑制効果ならびに、環境税のような制度に効果はないと結論付けている[footnoteRef:12]。 [12:  柳澤明(2007)『ガソリン価格の高騰は消費様式を変化させたか』IEEJ。] 

ここでの分析は、価格弾力性の数値の多寡がCO₂排出量抑制効果や環境税制度の効果の有無を判断する基盤となっている。しかしながら柳澤(2007)で用いられたデータの期間は1990年から2006年までのものであり、現在のエネルギー需要の動向を反映していない可能性が大きいと推察する。そこで我々は現在のガソリン価格弾力性を推計する以前の、需給構造の変化に焦点を当て、分析を行う。
2.2現行のガソリン税体系
　分析を行う上では、現行のガソリン税制度とその供給量の推移について概観する。
　日本においてガソリン税率はどのように設定されているのだろうか。ガソリン税とは正式には「揮発油税及び地方揮発油税」のことを指しており、財務省HPでは以下のように公開されている。[footnoteRef:13] [13:  財務省「揮発油税等の概要」(2017-8-5参照)http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/consumption/132.htm] 


	税目
	課税物件
	税率
	税収の使途
	税収
	国分
	地方分

	揮発油税
	揮発油
	1キロリットルにつき　48,600円
	国の一般財源である。
	23,860億円
	23,860億円
	－

	地方揮発油税
	揮発油
	1キロリットルにつき 5,200円
	都道府県及び市町村の一般財源として全額譲与されている。
	2,553億円
	－
	2,553億円


Table 1　揮発税および地方揮発油税
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　財務省HPより作成
加えて、2012年より「地球温暖化対策税」が導入されており、環境負荷に応じて課税されており、2016年度からはCO₂1トンあたり289円が上乗せされている。[footnoteRef:14] [14:  環境省(2012)「地球温暖化対策のための税の導入」(2017-8-5参照)
http://www.env.go.jp/policy/tax/about.html
] 

過去に揮発油税はどのような推移をたどってきたのだろうか。以下は石油連盟のレポート「今日の石油産業2016」で示された、石油危機以降の石油製品に対する個別間接税率の推移である。
[image: ]
石油連盟「今日の石油産業2016」より抜粋
次に、日本国内におけるガソリン消費量の推移を確認する。
[image: 4.jpg]
Figure 7　1974年～2016年のガソリン供給量
　図で示された表は1974年から2016年までのガソリン供給量をグラフにしたものである。このグラフでは、2005年からガソリンの供給量が右肩下がりになっていることがわかる。先行研究である二村(1999)においてガソリンの価格弾力性は、1974年から1997年までのデータを用いており、絶対的な水準でいえば2016年の供給量を下回ってはいるものの、ガソリン供給量が急増している時期のデータを用いて分析を行っている。一方で現在では、平均燃費も大きく向上し、ガソリンの供給量も減少傾向にあり、ガソリンの需給構造が大きく変化している可能性が考えられる。以下ではその仮説を検証し、統計データを用いて実証分析を行う。




























第３章データ分析
3.1研究にあたって
　本研究の目的は、自動車関連税制の効果分析にあたって、最適税率を試算するために、自動車関連のガソリン需要モデルにおける価格弾力性の推計を行うというものである。そこで、二村(1999)を先行研究として、1974-2016年の年次データを用い、従来の市場環境に影響を与える可能性のある戦争や減税政策を含む外部要因が自動車ガソリンの需給に与えた影響を時系列分析によって定量的に把握することを目的として、二村(1999)と同期間である1974年から1997年までの分析結果と、1974年から2016年までの分析結果を比較する。
[bookmark: OLE_LINK1][bookmark: OLE_LINK2]分析にあたっては、自動車関連のガソリン需要モデルにおける価格弾力性の変化に対してミクロ経済学の部分均衡分析にしたがって需要曲線と供給曲線（Figure8）を設定した。仮説は、低燃費車や電気自動車（ＥＶ）の普及を背景にガソリン需要が伸び悩み、加えて、国内規制強化やエコカー市場の拡大並びに減税税制政策の動きのなかで、ガソリン需給モデルにおいては需要曲線のシフトが引き起こされ、需給構造の変化が生じているというものである。これを確認するために、いくつかのダミー変数を導入し、各変数の有意性と信頼区間やVARモデルの応答曲線を比較することで、構造変化の分析を試みる。
仮説として、従来のガソリン車より燃費が優れているエコカー市場の拡大によって、ガソリンの需要曲線が左にシフトし、消費者向けのガソリン価格の低下（P₀→P₁）と販売量の低下（Q₀→Q₁）がもたらされたという内容である。仮説を設定した意図は、分析結果と仮説を比較検証することで、分析結果をより明瞭に評価することにある。　
[image: ../Desktop/図1.png]
Figure 8ガソリン需給

　本分析では経済産業省・資源エネルギー庁「エネルギー生産需給統計年報」消費者向け販売統計及び、総務省統計局 「小売物価統計調査（動向編）」のデータを使用した。その上で、国内消費者向けのガソリン販売価格について、「小売物価統計調査（動向編）」に掲載されている「県庁所在市及び人口15万以上の市の自動車ガソリンレギュラー価格」という月次データを用いて、全国年平均価格を試算することにした。
　日本のガソリン価格は、オイルショックや湾岸戦争に伴う原油の高騰でもない限り、概ね国内事情でその価格が推移していたが、輸入原油の乱高下と2008年導入された元売と特約店間の卸価格決定方式で、原油輸入価格からのコスト積み上げ方式とともに、ノンブランド品の製品市況価格にも連動する「市況連動型」に変更になった。結果、投機商品と化した原油価格の影響を受けるようになったことがガソリン需給推移に大きな影響を与えたと考えられる。過去43年（1974-2016年）の日本国内消費者向けに販売されたガソリンの平均価格と取扱数量の年次データ推移がFigure9である。データセットの前半において価格や販売量両方ともにばらつきは大きいものの、データセットの後半である1994年ごろ（q=5x10^7kl）からガソリン小売価格の上下変動が激しくなるとともに、ガソリン販売量はq=6x10^7kl（2005年ごろ）から減少し、ガソリンの需要が年々鈍化していることがわかる。
[image: ]
Figure 9　ガソリン需給推移図
　　　　　　　　　
（出所：経済産業省・資源エネルギー庁「エネルギー生産需給統計年報」及び総務省統計局 「小売物価統計調査（動向編）」の統計情報から作成）

3.2分析手法
　本分析では、自動車関連税制の効果分析にあたって、最適税率を試算するために必要となる国内消費者向けのガソリン需給モデルにおける価格弾力性の測定、並びに市場環境に影響を与える可能性のある戦争やエコカー減税政策を含む外部要因ダミー変数の有意性及び係数の値の導出にあたり、以下の手順をとった。まず、Box-Jenkins法[footnoteRef:15]（定常化解析法）に従い、対象品目の取扱数量と価格についてGranger因果性検定を行った。因果方向性判定の結果により、ガソリンの取扱数量、価格の逆因果性が存在することが認められたため、逆因果性がある場合でも自己相関モデルで同時推計可能なVector Auto Regression (以下VAR)モデルを選択することにした。 [15:  ボックス・ジェンキンス法（Box-Jenkins Method）は、モデル作成を、因果性判定、定常化処理、モデルの推計、系列相関消滅の確認という手順で行う方法である。] 

　本分析では、1974-2016年の43年間の日本国内で取引されたガソリンの販売数量（kl）と年平均価格（円）データを用いた。また、モデルに含める外生変数には実質GDPやPPI並びにエコカー減税政策を含めた六つのダミー変数を選択した。データの詳細は図表6-2の通りである。


	指標
	詳細及び出所

	qgaso
	ガソリンの国内向販売 （経済産業省・資源エネルギー庁「エネルギー生産需給統計年報」石油製品国内向月別販売（年次データ））

	realpgaso
	ガソリンの全国実質平均価格 （総務省統計局 「小売物価統計調査（動向編）」県庁所在市及び人口15万以上の市の自動車ガソリンレギュラー価格（全国平均を計算）、物価指数調整済み）

	realgdp
	実質GDP （内閣府「国民経済計算（実質GDP）」）

	realoilprice
	実質原油価格（新電力ネット「原油価格の推移（WTI/ブレント/ドバイ/OPECバスケット）」）

	ppi
	卸売物価指数 (日本銀行「企業物価指数（2010年基準）」)

	policy
	エコカー減税優遇政策ダミー （2009年から）

	eq
	東日本大震災によるガソリンの需給ショックダミー（2011年から）

	e
	二村(2000)による急激な円高の影響ダミー（1985-1988年）

	d
	二村(2000)によるバブル前後の需要構造変化ダミー（1988-1997年）

	oilshock
	1973年と1979年に始まった原油の供給逼迫および原油価格高騰ダミー

	iraqwar
	イラク戦争による長期化した原油高ダミー（2003年から）


Table 2　利用した統計データおよび出所
[bookmark: OLE_LINK260][bookmark: OLE_LINK261]最適ラグ判定、Granger因果性検定、定常性検定
１）
[bookmark: OLE_LINK203][bookmark: OLE_LINK204][bookmark: OLE_LINK199][bookmark: OLE_LINK200]varsoc命令を使い、情報量基準で最適ラッグを計算した結果、VAR１（1974-2016）ではlag2のところでFPEが最も小さく、VAR２（1974-1997）もlag2のところでFPEが最も小さいことがわかった。

２）
[bookmark: OLE_LINK206][bookmark: OLE_LINK207]Table3で、VAR1には双方向の因果性は認められず片方向にしか因果性がないことがわかった。
	
	equation
	excluded
	chi2
	df
	prob>chi2

	[bookmark: OLE_LINK210][bookmark: OLE_LINK211][bookmark: OLE_LINK221]VAR1
[bookmark: OLE_LINK198]（1974-2016）
	[bookmark: OLE_LINK201][bookmark: OLE_LINK202]D1.qgaso
	D1.pgaso
	14.011
	2
	0.001

	
	D1.pgaso
	D1.qgaso
	4.1143
	2
	0.128

	[bookmark: OLE_LINK212][bookmark: OLE_LINK213][bookmark: OLE_LINK222]VAR2
(1974-1997)
	D1.qgaso
	D1.pgaso
	5.5833
	2
	0.061

	
	D1.pgaso
	D1.qgaso
	3.9161
	2
	0.141


[bookmark: OLE_LINK262][bookmark: OLE_LINK263]Table 3　データセットのGranger因果性検定
３）
定常性においては、VAR１やVAR２両方とも５％以上有意でADF検定を通過したとがわかった。
	VAR1
（1974-2016）
	Test Statistic
	1% Critical Value
	5% Critical Value
	10% Critical Value

	D1.lpgaso
	-5.460
	-3.648
	-2.958
	-2.612

	D1.lqgaso
	-3.480
	-3.648
	-2.958
	-2.612

	D1.lrealoilprice
	-6.765
	-3.648
	-2.958
	-2.612

	D1.lrealgdp
	-5.322
	-3.648
	-2.958
	-2.612



	VAR2
(1974-1997)
	Test Statistic
	[bookmark: OLE_LINK157][bookmark: OLE_LINK158]1% Critical Value
	5% Critical Value
	10% Critical Value

	D1.lpgaso
	-3.538
	-3.750
	-3.000
	-2.630

	D1.lqgaso
	-3.115
	-3.750
	-3.000
	-2.630

	[bookmark: OLE_LINK189][bookmark: OLE_LINK192]D1.lrealoilprice
	-3.976
	-3.750
	-3.000
	-2.630

	D1.lrealgdp
	-4.146
	-3.750
	-3.000
	-2.630


Table 4　データセットのADF検定

VAR分析
Table4では、日本国内向けのガソリン販売数量（ここで自然対数を取った上、短期の一過性の影響を除くために、1階階差でVAR分析を行うことにした）に対して、ガソリン平均価格は有意ではないものの、全体的に見れば、符号としてpgaso(LDとL２D)がマイナスであると示された。また、ダミー変数の部分においては、まず、2009年から実施したエコカー減税政策ダミー（policy）について、VAR1において有意ではなく、符号もプラスで、要するにエコカー減税政策が逆にガソリン需給に予想と相反する効果をもたらした可能性を考える必要性が示された。同時に、オイルショックやイラク戦争といった日本に大きな影響をあたえる海外の出来事を考慮するダミー変数において、いずれもガソリン需給にプラスな影響を与える可能性が示唆された。しかし、実質原油価格の変数から見れば、原油価格が国内向けガソリン販売量と強い正の相関を持つことも示された。
	[bookmark: OLE_LINK259]
	VAR1（1974-2016）
	VAR2（1974-1997）

	D_qgaso
	係数
(標準誤差)
	95%
信頼区間
	係数
(標準誤差)
	95%
信頼区間

	qgaso
	LD
	-0.0297
(0.1309)
	-0.2864
	0.2269
	0.0462
(0.1813)
	-0.3092
	0.4016

	
	L2D
	0.3220
(0.1370)**
	0.0535
	0.5906
	0.4158
(0.1881)**
	0.0471
	0.7845

	pgaso
	LD
	-0.0928
(0.0337)***
	-0.1588
	-0.0267
	-0.0700
(0.0478)
	-0.1637
	0.0237

	
	L2D
	0.0508
(0.0312)
	-0.0103
	0.1120
	-0.0558
(0.0520)
	-0.1576
	0.0461

	D1.realgdp
	-0.0109
(0.0297)
	-0.0691
	0.0473
	-0.1199
(0.0547)**
	-0.2272
	-0.0126

	ppi
	-0.0012
(0.0003)***
	-0.0017
	-0.0006
	-0.0012
(0.0003)***
	-0.0017
	-0.0006

	policy
	0.0184
(0.0113)
	-0.0036
	0.0405
	
	
	

	eq
	-0.0020
(0.0108)
	-0.0231
	0.0191
	
	
	

	e
	0.0014
(0.0086)
	-0.0155
	0.0183
	
	
	

	d
	0.0088
(0.0055)
	-0.0019
	0.0195
	0.0050
(0.0082)
	-0.0110
	0.0210

	oilshock
	0.0038
(0.0149)
	-0.0254
	0.0330
	-0.0106
(0.0173)
	-0.0446
	0.0233

	iraqwar
	0.0119
(0.0095)
	-0.0068
	0.0306
	
	
	

	D1.lrealoilprice
	0.0185
(0.0094)***
	0.0000
	0.0369
	0.0451
(0.0183)**
	0.0092
	0.0809

	定数項
	0.0907
(0.0259)***
	0.0400
	0.1415
	0.0303
(0.0201)
	-0.0090
	0.0697


Ps: *** :p < 0.01, **: p < 0.05, * :p < 0.1
Table 5ガソリン国内販売量qgasoへのVAR結果

　まず全期間(1974-2016)のデータセットを見ると、Figure10にあるように、第0期でガソリンの全国平均実質小売価格（自然対数を取った上、短期の一過性の影響を除くために、1階階差をとったもの）に対して１標準偏差のインパルスを与えた場合、ガソリン価格（の増加率）が第１期（1年）の時点まで増加する傾向となり、その後、第２期(２年)で最大-0.03に到達してから横のゼロ軸を巡って上下振動していく傾向が示されている。最終的に、ガソリン価格（の増加率）は第６期（６年）においてゼロに収束していくことが図表から読み取れる。
[bookmark: OLE_LINK3][bookmark: OLE_LINK4]　対して、国内消費者向けのガソリン販売数量（同様、自然対数を取った上、短期の一過性の影響を除くために、1階階差をとったもの）について、第1期（１年）に最大-0.005までに衰退したが、以降は増加傾向となっており、上記のガソリン価格の応答関数と同様に第６期（６年）の時点でゼロに安定していくことが図表からわかる。ただし、累積図からは、第６期（６年）以降のガソリン販売数量応答曲線の95%信頼区間が極めてゼロの値に接近しており、ガソリン販売数量の応答がはっきりしていない部分があり、判断できない可能性がある。
[image: ][image: ]
[bookmark: OLE_LINK257][bookmark: OLE_LINK258]Figure 10 VAR1応答関数
　一方、先行文献の二村（1999）と同じ期間のデータを使用するfigure 11.に示した通り、ガソリンの平均小売価格に予想されていない1標準偏差の衝撃を与えた場合、ガソリン平均小売価格がvarsocで設定した6期目に安定する傾向が見られず、6期以降からはあくまでも参考程度だが、第20期(20年)の時点まで上下振動する傾向となり、第25期(25年)からは最終的にゼロに収束していくことが図表から読み取れる。
　また、消費者向けのガソリン販売数量について、第5期（５年）までに最大-0.005まで減少したが、以降は安定傾向となり、第10期（10年）の時点からゼロに安定していくことが図表から伺える。ただし、figure 10と同じ課題で、累積図からは、第10期以降のガソリン販売数量応答曲線の95%信頼区間が有意に正あるいは負の値にどちらもなっておらず、ガソリン販売数量の変化率の符号が曖昧であるという懸念がある。
[image: ][image: ]
Figure 11 VAR2応答関数
3.3分析結果
　分析にあたって、エコカー市場の拡大並びにエコカー減税政策や国際原油ショックなどの外部要因といった背景で、ガソリン需給においては何らか形で構造変化が生じ、ガソリンの需要曲線が左シフトし、ガソリンの平均価格低下・国内販売量減少の現象が発生したという仮説を設定したが、分析結果は仮説内容と異なる内容となった。日本国内消費者向けのガソリン販売数量（自然対数、1階階差をとったもの）に対して、ガソリン実質平均価格は有意な係数が示されなかった（符号はすべてマイナスで、正確となっていたが）。同時に、1974-2016年と1974-1997年のVAR分析にあるインパルス応答関数の結果から考察すると、いずれも6期あるいは１０期目で安定することがわかり、かつ価格の１標準偏差衝撃がガソリン数量にもたらした効果がいずれも似たような形で符号も不明瞭となっているという結果に至った。エコカー減税政策ダミーはガソリンの平均価格や販売量両方に対して符号がマイナスであるものの、有意性がなかった。考えられる理由として、例えば減税政策の前提である「燃費基準達成車（低燃費車）」認定制度について “抜け道”の存在がある。国の基準は自動車の重量が重くなるほど緩くなるため、本来は基準を満たさない車にパワーシートなどを搭載し、重量をかさ上げした“見せかけ”の達成車があるためである。これによって、一見エコカー減税政策が平均燃費を改善させたものの、絶対値であるガソリン消費量が逆に拡大することが一因であると考えられる。[footnoteRef:16] [16:  『日経ビジネス』2014「環境規制の抜け道が、日本のクルマを重くした」
http://business.nikkeibp.co.jp/article/manage/20141201/274526/
] 

　また、オイルショックやイラク戦争といった日本に大きな影響をあたえる海外の出来事を考慮するダミー変数において、いずれもガソリン需給に正の影響（ガソリンの販売数量を増加させること）を与える可能性が示唆された。
[bookmark: OLE_LINK12][bookmark: OLE_LINK13][bookmark: OLE_LINK9][bookmark: OLE_LINK10]　もっとも、本モデルでは当該減税政策以外の政策を考慮に入れなかったことから、より自動車購入という行為を正確に反映できる計量モデル（例えば金本(2006)型の二段階選択モデル）が重要で、モデルの修正を行い再度分析を行うことを後期の課題としたい。。

3.4考察と課題
　まず、結論から言えば、「モデルが適切ではない」可能性が高く、前述通りに、減税政策以外の政策を考慮に入れなかったことや構造変化を明確に分析できるモデルとなっていないことから、より自動車購入という行為を正確に反映できる計量モデルへの修正が必要であると認識した。
　また、今回の分析結果として示されたのは、1974年から1999年までのガソリン需給構造と1974年から2016年までのガソリン需給構造の間に大きな変動がないということであった。この結果の考察に当たっては次の3つの可能性が考えられる。①そもそもエコカー市場の拡大とガソリン需要量はそれぞれ関係がない②関係性はあるものの、エコカー市場がガソリン需要構造を大きく変化させるまで拡大していない③関係性があり、エコカー市場の拡大がガソリン需要構造に変化をもたらしているものの、データの問題や分析手法などの問題から、実情と異なる結果が導出された。
　まず初めに、①の可能性は考えにくいと推察する。ガソリン需要のほとんどが自動車用途であり、ガソリン使用量が少ない自動車が普及することは明らかにガソリン需要を減少させると思われる。経済産業省の2020年までの「石油製品需要見通し」においても、ガソリン需要は11.8%減少すると予測されており、将来的なガソリン需要量は減少していくと考えられている。これらの理由から、①のエコカーの普及とガソリン需要が無関係であるという可能性はきわめて小さいと思われる。
　次に、②の可能性に関して検討を行う。この分析結果を解釈するにあたっては、この②の可能性が最も高いと考える。国土交通省の報告では、2013年3月末の時点でエコカー
普及率は約11.1%であると述べられており[footnoteRef:17]、さらに普及しているとされているエコカーの大部分は補助的に電気を使用し、主燃料としてはガソリンを用いるハイブリット車である。[footnoteRef:18] [17:  国土交通省(2013)『平成25年3月末現在低公害車普及状況』
http://wwwtb.mlit.go.jp/tohoku/kk/ecocar130331.pdf
]  [18:  Ibid.] 

つまり、現時点においてはエコカーの普及によるガソリンの消費量は大きく変動しているとは考えにくく、将来的に燃費効率がより一層向上したエコカーの普及や、一切の燃料を使用しない電気自動車が普及することによって、需要構造は大きく変動すると考えられる。
　最後に、③の点を考察したい。まず考えられるのが、モデルで考慮されていない他の要因がガソリンの価格や取引量に影響を与えたという可能性である。ここでの他の要因とはリーマンショック、イラク戦争や日本の石油業自由化などを指している。こうした要素は被説明変数と説明変数の両方に入っていたり、説明変数に入っていたりしていないため「変数の脱落」に至り、モデルの結果に偏差を生じさせたと考えられる。次に、データセットの整合性に欠陥がある可能性を指摘できる。特に、経済産業省・資源エネルギー庁の「エネルギー生産需給統計年報」にある「消費者向け販売統計」において企業と家計が同時に「消費者」に属しているのに対して総務省統計局の「小売物価統計調査（動向編）」によって算出したガソリンの平均価格は基本的に家計を調査対象にしたデータであり、比較対象にずれが生じている恐れがあると考えている。

	
	ガソリン規格
	対象

	qgaso(エネルギー生産需給統計年報)
	レギュラー、プレミアムなど一括（89年以前は「揮発油」）
	企業、家計

	pgaso(小売物価統計調査（動向編）)
	レギュラー
	家計


Table 5　価格供給指標比較
加えて、長期間の時系列データを取り扱う際の統計基準の変動も問題点の一つとして指摘できる。特に、1989年以前のデータに関しては、同じ年でも年報ごとに記載が異なることがたびたび生じており、確報値の修正また、統計基準の改定が、長期間のデータの取り扱いを困難にしており、分析結果に影響を与えているのではないかと思われる。
　さらに、サンプルサイズの小ささも問題点の一つである。ここでは先行研究の二村(1999)の手法にのっとり、年次データを用いた。しかしながらその際に月次データや四半期データを用いなかったために、サンプルサイズが小さな状態で分析を行ったことが問題であると認識している。
　本研究ではガソリン需給の構造変化及び価格弾力性の計測についてVARモデルを活用して分析した。分析では、想定した仮説に反して、ガソリンの需給モデルにおいては大きな構造変化が生じたことは言えないという結論が得られた。これらの結果は、前章の考察に言及された三点の可能性があることを示し、今後の分析の進め方を考える上で、考慮すべき重要な論点になると考えられる。
[bookmark: OLE_LINK7][bookmark: OLE_LINK8]　本事例研究には現状としてモデルやデータの適切性に対し、さらなる改善や修正を加えることを次のステップとして進める予定である。特に、金本(2006)型の二段階選択モデルを選択肢した上で、Figure 16.で指摘したガソリン価格・販売量データにおける整合性の課題に対し、総務省統計局「家計調査」にあるレギュラーガソリンの消費量（消費額／価格で推定する）を試す予定であり、また、サンプル数が少ないことやモデルの適切性に問題がある課題に対し、大きな戦争やショックがある時期を除いて、サンプル数の少ない年次データより、高い頻度の月次データ[footnoteRef:19]で階差モデルを用いて、外生的な強い影響を取り除くことで分析の精度を向上させていきたいと考えている。 [19:  サンプル数の観点から、例えば１０年１２０ヶ月という短期的な時系列データを用いて分析するのが適当ではないかと推察する。] 
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